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1　経緯
近年英国においては労働党政権下において一般的租税回避防止規定の導入
が図られてきた。その最初の具体的検討は，1995 年 11 月に出された「事前
取引ルーリングに関する諮問書」（Consultative document on pre-transaction 
rulings）や 12 月の租税法簡素化のために税法の書換えを提案した内国歳入
庁の報告書（The Path to Tax Simplification）において租税回避防止のため
の新たな方法として一般的租税回避防止規定が論じられ，労働党も租税回避
防止のための立法を行う意向を示したことから，1996 年初め頃財政研究所
の租税法検討委員会（Tax Law Review Committee, Institute for Fiscal Studies
以下「TLRC」と略す）が検討を開始したことに始まる。
1997 年労働党は総選挙で 400 を超える議席を獲得して圧勝し，第一次ブ
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レア政権が成立した。その年の 1997 年 7 月の財政演説で，財務大臣（Gordon 
Brown）は一般的租税回避防止規定の導入を表明した。
1997 年 11 月には財政研究所の TLRC が租税回避に関するレポート（Tax 
Avoidance: A Report by the Tax Law Review Committee　以下「TLRC レポー
ト」と略す）1）を発表し，これを受けて 1998 年 10 月内国歳入庁は直接税の
ための一般的租税回避防止規定に関する諮問書（A General Anti-avoidance 
Rule for Direct Taxes: Consultative Document）2）を発表した。
これに対し 1998 年 12 月公認会計士協会の租税部会（Tax Faculty of the 
Institute of Chartered Accountants in England and Wales） が 反 対 を 表 明，
1999 年 2 月には， 財政研究所の租税法検討委員会も上記諮問書に対する回
答（A General Anti-avoidance Rule for Direct Taxes: A Response to the Inland 
Revenueʼs Consultative Document）3）を発表し，反対を表明した。このため，
一般的租税回避防止規定の導入の検討はいったん頓挫したが，2003 年 4 月
財務省（HM Treasury）は「課税における公平―歳入の保全」4）において特定
分野の租税回避防止に資源を投入することを発表し，2004 年 3 月には財務
大臣（Gordon Brown）が一般的租税回避防止規定に代えて新たな方法とし
て租税回避スキームの開示制度の導入を表明し，2004 年財政法により租税
回避スキームの開示制度が導入された。その後，租税回避スキームの開示制
度は毎年のように改正がなされ適用範囲の拡大，強化が図られている。
2007 年 5 月，ブレア首相は退陣を発表し，6 月の臨時党大会で財務大臣
のゴードン・ブラウン（Gordon Brown）が後継党首に選出された。6 月 27
日にブレアは首相を辞任，ブラウンが新首相に就任した。2007 年財政法で
は資本利得税において作為的な資本損失の創出及び利用を防ぐため特定取
引を対象とする租税回避防止規定（A Targeted Anti-avoidance Rule）が導入
され，2007 年 12 月金融商品（偽装利子及び所得の流れの移転）に関する原
則基礎型租税回避防止規定（Principles-based approach to financial products 
avoidance）の導入のための諮問書5）が発表され，2008 年 4 月 1 日施行をめ
ざすとした。
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この諮問書に関して公開討論会や作業部会がもたれたが諮問案に対して
は，批判もかなり根強く，2008 年 3 月「租税回避防止立法の簡素化（Simplifying 
anti-avoidance legislation）」に関する報告書6）が出されたが，そこでは上記
諮問書に対する反応はおおむねその目的及び可能性については支持するが立
法化には時期尚早というものであったとし，金融商品に関する原則基礎型租
税回避防止規定の立法化を延期し 2009 年財政法により導入することに変更
した。さらに公開討論会や作業部会を重ね，2008 年 11 月にその結果を反映
した改訂諮問書7）が発表された。この改訂案について再度公開討論会等を経
て，2009 年財政法において立法された（4 月 22 日施行）。
2　一般的租税回避防止規定に関する諮問書
1997 年の 7 月の財政演説で，財務大臣（The Chancellor of the Exchequer）
のゴードン・ブラウンは，直接税の脱漏及び租税回避を一般的に防止すると
の意向を発表し次のように述べた。
「私は，内国歳入庁（Inland Revenue）に，将来の財政法案における更
なる法律化を目指して，租税回避の分野において広範囲な再調査を実施す
るように指示した。私は，特に一般的な租税回避防止規定（general anti-
avoidance rule）を考慮するよう依頼した。」
この指示に基づき内国歳入庁は，1998 年に一般的租税回避防止規定の提
案を行って，その諮問書8）を発表した。この諮問書は，財政研究所のＴＬＲ
Ｃレポートに基づくものであった。まずその内容を見ておく。
（1）趣旨（財務次官による序文）
租税負担は公平に負担されなければならず，そのため租税制度はより公平
でなければならない。一般的租税回避防止規定はこの目的のために一定の役
割を果たすであろう。しかし，本制度は英国にとって新しい制度であり，そ
の適用に当たって有効で効率的であり，巧妙な租税回避スキームの発展を阻
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止し，既存スキームの使用を減少せしめるものでなければならない。同時に，
純粋な商業活動を妨げるものであってはならない。注意深く組み立てられた
一般的租税回避防止規定は歳入の減少を防止するのみならず，納税者間の活
動領域を公平にすることにより商業的競争を推進することに寄与するであろ
う。
当面，適用範囲は，巧妙で高額な法人部門に限られるが，後に必要があれ
ば拡大することを考慮するであろう。
（2）一般的租税回避防止規定の提案理由
この 20 年間租税回避防止のために個別立法がなされ，裁判においても
Ramsay 判例に続き原則を発展させてきたが，新たな租税回避の手法が開発
され続けた。英国は先進国の中でも一般的に租税回避を防止するための法的
規定も確定した法律原則も有さないまれな国である。
一般的租税回避防止規定の目的は租税回避を減少させることにある。租税
回避を行っていない事業が受けている税務上の取り扱いの法的安定性の水準
を不当に阻害すべきでない。
租税回避スキームを使用する納税者は得るものは多く，リスクをほとんど
冒していない。英国ではこのような租税回避スキームに対抗するための伝統
的な方法は個別立法と訴訟であった。
訴訟はそれ自体利点を持っており，一般的租税回避防止規定のあるなしに
かかわらず，限界的なケースにおいては正確な解釈に基づき裁判所が判断し
なければならない。しかし，複雑な租税回避のケースでは解決に長期間を要
し，その結果の法的不安定性も相当長引くであろう。
個別立法は，遡及することが困難であり，スキームの早期利用者からは失
われた税を取り戻すことが出来ない。したがって，それは抑止効果をほとん
ど又は全く持たない。こうした立法は，法律の文言をかいくぐるべく組み立
てられたさらに進んだ租税回避スキームに攻撃されやすい。
一つの可能な方法として特定の分野における租税回避を防止すべくミニ一
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般的租税回避防止規定（Mini-GAARs）を導入することが考えられる。これは，
VAT で導入されている。しかし，直接税の複雑さと規定相互間の相互関連
性のため，単一のすべてを包含する一般的租税回避防止規定ほど有効でない。
（3）取引に対する法的安定性の確保
法人及びその助言者は次のような高度な法的安定性を望んでいる。
・一般的租税回避防止規定はその唯一の又は主たる目的が租税回避を含まな
い取引には適用されない。
・内国歳入庁は，一般的租税回避防止規定及びその関連規定を適用するに当
たって一貫性と常識を持って行動する。
上記の関心事に配慮する方法として次のようなものがある。
・法律を明確な言葉で表現し，その目的を明らかにする。
・取引又はスキームが提起されたときに一般的租税回避防止規定を適用する
条件を法律の中で明確にする。
・一般的租税回避防止規定が適用されないことを保障する事前取引承認制度
の制定
・事前承認が付与された取引の匿名の説明の公表
・一般的租税回避防止規定が適用されない取引のタイプを掲載した一般的同
意（general consents）及び一般的租税回避防止規定が適用されると考え
られる取引のタイプについての警告の公表
・一般的租税回避防止規定の適用を決める権限及び事前承認手続きの中央集
権化
・一般的租税回避防止規定の適用の決定に関する通常の訴訟制度の拡張及び
事前承認が不承認の場合のケースの再審査の提供
（4）原則
一般的租税回避防止規定は，Ramsay 原則（個別の取引でなく取引全体と
して判断する）に立脚するが，単に計画された若しくは予想される取引段
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階にも適用される。取引が多くの段階を経て行われるかどうかにかかわら
ず，さらには，取引の商業的実質に基づいて再構成し課税する。最終的には，
Ramsay 原則のもう一つの流れである立法目的に添うべきとする要請をも組
み込むものである。
（5）本法の目的
・本法の目的は，法人による租税回避を抑止し，防止することである。
・本法の条項は，本目的を達成するように解釈され，適用されなければなら
ない。
TLRC レポートでは，「議会の明白な意図と矛盾する又は意図を阻害する
ような方法で租税を回避するべく設計された取引を抑止し，防止することで
ある」とされているが，これを含めることは難しい。というのは，一般的租
税回避防止規定導入の目的が，議会が予想もしなかった複雑で巧妙なそして
しばしば革新的な租税回避を防止することを可能にすることであるからであ
る。また，実務的にも立法目的を調査することは困難である。
（6）本法の範囲
本法は，法人税，石油税及び法人により支払われる所得税に適用される。
本法は当初は法人のみに適用される。このことによって，もっとも高額な
租税回避に有効に対処する一方で，行政的観点からも管理しやすく，国民全
体にとっても負担が軽くなる。
（7）租税回避の定義
・本法の適用上，租税回避とは，法人に関し，次のものを意味する。
a）　租税を支払わない，租税をより少なく支払う又は租税をより遅く支払
うこと
b）　還付を受ける若しくはより多くの還付を受ける又はより早く還付を
受けること
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c）　支払いを受ける若しくは税額控除の方法によりより多くの支払いを受
ける又はそのような支払いをより早く受けること
・本法において租税回避は，他の会計期間において若しくは他の法人により
租税回避の目的を持って，損失又はその他の額を創出することを含む。
租税回避及び受容される租税計画の定義は，本法の草案に当たって必須の
ものである。適切であれば常に法的安定性と信頼性を与えるほど狭く定義さ
れると天才的な租税回避スキームによって出し抜かれるほど狭くなるであろ
う。従って最初は非常に広範囲に定義しておいて受容租税計画を除外して相
当狭くし，目的テスト（purposive test）を適用することによって適切にす
ることであろう。
・本法は，取引が受容租税計画（acceptable tax planning）に該当する限り
において当該取引には適用されない。
・受容租税計画とは租税法の目的と矛盾しない若しくは反しない方法で租税
を回避するように業務を調整することを言う。
・次の事実は，受容租税計画であることを示唆するが決定的なものではない。
a）　税法によって定められている控除や免除を利用することがその取引の
目的であること。又は
b）　当該取引が特別に租税回避防止規定から除外された取引であること
（8）目的テスト（適用条件）
・本法は，その唯一の目的又は主たる目的若しくは主たる目的の一つが法人
による租税回避である取引に適用される。
・取引の目的を決定するに当たって，次の事項に考慮が払われるべきである。
a）　法形式　当該取引によって創出される権利及び義務を含む
b）　経済的，商業的実質
c）　取引のいずれかの段階が開始された時期および取引が遂行される期間
の長さ
d）　取引の結果生じる若しくは生じると合理的に期待されるあらゆる者
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の財務上又はその他の状況の変化
e）　本法が適用されないとした場合の当該取引についての税務上の結果
（9）取引の意義
本法が適用される取引
・本法は，その唯一の目的又は主たる目的若しくは主たる目的の一つが法人
による租税回避である取引に適用される。
・本法は，取引全体として若しくは取引のいずれかの段階の唯一の目的又は
主たる目的若しくは主たる目的の一つが法人による租税回避である場合，
複合取引に適用される。
・本規定は，受容租税計画並びに一定の請求及び選択の除外の規定に従う。
取引及び複合取引の意味
・本法において取引とはあらゆる行為又は一連の行動を含み，複合取引とは，
複数段階からなる取引を言う。
・ある一つの段階が開始されるときに他の段階が計画され予見される場合，
他の段階の取引の正確な性格が何であるか，それが実施されるかどうか不
分明であるとしても，各段階は複合取引の一部である。
・異なる者により行われる取引段階からなる取引であったとしても単一の複
合取引となりうる。
・本法が適用されない取引に関しての税法上の請求及び選択には本法は適用
されない。
（10）本法の適用結果
本法が適用される場合の税務上の結果は次の通りである。
・取引が実在の適法な（substantial legitimate）商業目的を有する場合，対
応する通常取引（corresponding normal transaction）が行われたと同一の
税務上の結果となる。
・対応する通常取引とは，租税回避が考慮されない場合に当該商業目的を達
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成するために採用されたであろう取引である。
・対応する通常取引が複数ある場合には，法人が選択することが出来る。
・取引が実在の適法な商業目的を有しない場合又は対応する通常取引を見い
だすことが出来ない場合には，取引が行われなかったのと同一の税務上の
結果となる。
・本規定の適用上，租税回避目的は適法な商業目的とは見なされない。
・取引に伴う法的結果は，そうすることが租税回避目的の取引の効率性を高
めることにならない限り，税法上認められる。
（11）立証責任
受容租税計画等の除外規定が適用されることを証する責任は納税者にあ
る。その他の点において，取引に本法が適用されるとを証する責任は内国歳
入庁にある。
（12）執行
本庁の統制によって一貫性を保つため一般的租税回避防止規定の適用の決
定，更正を承認するのは内国歳入庁本庁の一部門であるべきである。もっと
も，事実認定，法人の背景情報の提供を，地方の調査官が行うことはあり得る。
既 存 の 訴 訟 制 度 が 適 用 さ れ る が， 最 初 に 特 別 審 査 員 会（Special 
Commissioners）に訴訟を提起するようにすることは意味があるかも知れな
い。
（13）事前承認制度
①　TLRC の提案する事前承認制度（Prior clearance procedure）
a）　取引を行うことを提案する者は，委員会（the Board）に対し，本法
を当該取引に適用しないとの確認を求めることが出来る。
b）　その要請は，次のいずれか又は双方の根拠に基づいて行うことが出来
る。
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①　当該取引が租税回避目的取引でないこと
②　当該取引が保護取引（protected transaction）であること
c）　当該要請は，書面によってなされ，委員会による取引についての評価
に必要な全ての事実及び状況を述べるものでなければならない。
d）　委員会は当該要請の受領後 30 日以内に書面で回答しなければならな
い。委員会が不十分な情報しか得ていないと考える場合には，当該期間
内に追加の情報を要求することが出来，当該情報受領後 30 日までは，
当該要請に対する決定を行う義務はない。
e）　もし委員会が認められた期間内に回答しない場合には，本法が当該取
引に対して適用されるべきでないと確認したものとみなされる。
f）　もし委員会の回答が当該取引に対して本法が適用されるべきでない又
はそのようにみなされる場合，当該要請が不十分若しくは誤った情報に
基づいてなされたことが判明しない限り当該回答は委員会を拘束する。
g）　もし委員会の回答が当該取引に対して本法が適用されるべきであると
いうものである場合には，当該回答に対し審判所（the Tribunal）に提
訴する権利がある。審判所は，事前承認申請のために委員会に送付され
た文書及び委員会の回答のみを参考に不服申し立てを検討するものとす
る。納税者，委員会双方ともに審判所に対し討論を要求し，出席する権
利もなく，許されない。審判所の当該提訴に対する決定は 30 日以内に
なされなければならず，最終のものであって上訴することは出来ない。
②　諮問書の提案
法的安定性を確保するために事前承認制度（clearance system）が望まれた。
法人及びその助言者は，提案された取引の完全な詳細を事前承認機関に提
出することが期待される。機関は提案を審査し，その取引が述べられたとお
り正確に実施される限りにおいて，一般的租税回避防止規定を適用しないこ
とを保証した承認を与える。一般的租税回避防止規定が合理的に適用される
と思われる場合には承認されない。
事前承認機関は，内国歳入庁外に分離された独立の機関とすることも考え
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られる。
最終の事前承認は，取引が実行されるときに一般的租税回避防止規定に基
づいて内国歳入庁が当該取引を問題にすることがないように拘束するもので
ある。不承認の場合，取引を実行するかどうかは納税者の自由である。そし
て，内国歳入庁が取引に一般的租税回避防止規定を適用した場合，その正し
い解釈は通常の訴訟過程にゆだねられる。
事前承認制度の利用にも自ずから制限があり，保険目的で承認申請がなさ
れるならば，真に必要な申請が早期に処理できなくなる。事前承認制度の様々
な実務的側面を取り扱う上で，事務量を統制し遅延を最小限にとどめること
を念頭に置くことは重要である。
事前承認の不承認に対し訴訟を提起できるようにすべきでないとの議論も
ありうる。納税者は，専門家の意見に従って，一般的租税回避防止規定が適
用されないものと信じて，それを行うことは自由である。他方，何らかの訴
訟過程が設けられるべきだとの議論もある。しかし，どのような不服審査に
しろ時間を要することは念頭に置くべきである。事前承認機関が外部の機関
であるときには，失望した申請者も訴訟権限を有することになろうが，内国
歳入庁も事前承認（内国歳入庁を拘束する）に対し訴訟を提起することがで
きるようにする必要がある。そうでないと，複雑で困難な法的問題が低レベ
ルの非司法当局により決定されることになる。
TLRC の提案のように一審判所で決定されるとなると，勝訴した場合には
一般的租税回避防止規定を適用されることはないし，敗訴した場合にも取引
を実行し，後に裁判で争うことも可能である。このことは事前承認申請及び
不承認に対する訴訟を通常の訴訟の迂回経路として奨励することになろう。
また，特定の職員による独断を避けたいということに納税者の関心があるの
であれば，不承認にするには内国歳入庁の上級職員による許可を必要とする
ことも一つの選択肢であろう。
一般的な合意や警告について匿名を条件に公表することは，法的安定性を
促進し，事前承認申請件数を減少させるために有効な方法である。
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処理期間を法定している国はないが，法定するとなると非常に複雑な大型
事案を念頭におき相当長いものにならざるをえないであろう。妥当な選択肢
は，事前承認機関が処理期間の目標を定めることであろう。処理を速めるた
めに非公式の事前協議といった方法も考えられる。
事前承認申請の際の提出文書については，詳細すぎても困るし，簡単すぎ
ると追加の質問が必要となり，規定することは困難である。不可欠なことは，
全ての事前承認申請がオープンで，隠し事がなく，全ての重要な事項が明ら
かにされていることである。このことが行われない場合，内国歳入庁は付与
した承認を取り消すことができるようにすべきである。
申請者は，業務規準（Code of Practice 10)「情報と助言」に沿って次のも
のを提供することが要求される。
a）　事件の簡単な説明
b）　取引の経済的，商業的背景の説明
c）　取引に関し可能性のある税務上の取り扱いの分析
d）　内国歳入庁が事実及び問題のポイントを理解しうるに十分なほど詳
細な技術的分析（関連する条文及び判例を含む）
e）　重要文書（該当箇所及び部分の指摘を含む）
事前承認機関は不承認の場合その理由（詳細なものである必要はなく，充
分なものであればよい）を説明する。ただし，租税回避のスキームの開発等
に利用されていることが明らかになった場合には，詳細な説明を与えること
なしに不承認とすることができるようにすべきである。
一般的租税回避防止規定が適用されるような事案は複雑で大型のものであ
り，これらの取引を組み立てるときには，税務助言に対して支払いをするこ
とが期待される。事前承認申請は，強制的なものでなく，納税者の費用で事
前承認を付与すべきであるとの主張を支持する強い意見がある。費用の徴収
は国庫の負担を減らすとともに，ためにする申請件数を減少させよう。費用
を徴収する場合，その方法が問題となるが，一件ごとに一律（flat rate）が
最も直裁的な方法である。投下時間あたりで徴収するというのが，他の選択
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肢であるが，本制度の早期利用者ほど割高となり（初めての事案ほど時間が
かかる）不公平となる。もう一つの選択肢は，これらの組み合わせである。
3　諮問書に対する反応
この諮問書は，先に述べたように財政研究所の TLRC レポートに基づくも
のであったが，その委員会がその後諮問書で提案されたような一般的租税
回避防止規定は支持できないと回答し，他の専門家の団体も批判した。と
りわけ公認会計士協会の租税部会（Tax Faculty of the Institute of Chartered 
Accountants in England and Wales）は，その提案を合法的な租税計画をも標
的にしかねない，懸念すべき広範なものだとして批判した。
（1）公認会計士協会の租税部会の反対
1998 年 12 月に公認会計士協会の租税部会は，上記の諮問書に対し反対を
表明したが，その内容は次の通り9）。
「非常に高度な租税回避スキームは，非難されるべきであるが，諮問書に
おいて提案された一般的租税回避防止規定は機能しない。租税回避の定義は
納税者が自分の立場を知ることができるほどには，客観性において不十分で
ある。提案された制度は，事前承認制度の素早い回答の必要性の故に非常に
費用が高くつきかねないし，内国歳入庁に過度の執行権限を与えすぎであ
る。」
（2）財政研究所の租税法検討委員会の回答
1999 年 2 月に TLRC は上記諮問書に対し回答10）を発表し，反対を表明した。
その序文において，租税法検討委員会委員長は反対の理由を次のように述べ
ている。
「内国歳入庁の提案は，委員会が心に描いていた目的に有効でなく，税の
徴収者と納税者との間の利益の満足すべきバランスをとるのに失敗してい
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る。
執行の枠組みと資源及び納税者保護について，委員会の基準を満たさない
法律の規定は，通常の商業及び個人業務に悲惨な崩壊と内国歳入庁にとって
も執行上の悪夢をもたらすレシピとなるであろうと警告した。
これらの厳しい実務上の基準は今日おいても依然として判断基準としてあ
りつづけており，委員会が，本提案はよく判断されたものでないと結論付け
るに至ったのもこれらの基準によるものである。」
また，基本的な問題として，次のように述べている。
諮問書の一般的租税回避防止規定の枠組みは充分に対象を絞り込んだ
（sensibly targeted）一般的租税回避防止規定か。答えは否である。
納税者に対し適切な保護措置（safeguards）を提供しているか。答えは否
である。
提案された一般的租税回避防止規定は本規定がなければ課税されない取引
に本規定を適用して課税することを正当化するための充分な（立証）責任を
内国歳入庁に課していない。立法の趣旨について証明する義務を内国歳入庁
ではなく納税者に課している。
提案された事前承認制度及びそれに投入される資源の充分さについて疑い
を持たざるをえない。提案された一般的租税回避防止規定は，本規定を執行
する実務的方法としてあまりにも非法定のガイダンスに重きを置きすぎてお
り，法的規定と法定外のガイダンスとの間で適正なバランスをとることに失
敗している。
提案された一般的租税回避防止規定は，司法上の租税回避防止原則の並行
的な発展に関し何らの制限を提供しておらず，税法体系の簡素化に充分な機
会を提供していない。TLRC の報告は，これらが一般的租税回避防止規定を
提案する主たる目的であると考えている。したがって，諮問書は，TLRC が
目指した目的及び利害関係者間のバランスに有効なものでない。
そのほか，複合取引の定義が広すぎ（取引の一段階でも租税回避目的であ
れば該当），除外される取引（保護取引）の概念が狭すぎる，等の指摘がな
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されている。
執行，特に事前承認制度について次のような意見が出されている。
①　事前承認制度を管理可能な規模にするのは，充分に対象を絞り込んだ 
一般的租税回避防止規定の機能であり，執行の便宜のみで管理されるべき
ではない。
②　事前承認申請の不承認は，提供された情報に基づいて一般的租税回避防
止規定が適用されることが期待される場合にのみなされるべきで，原則と
して不承認理由の説明もなされなければならない。
③　回答期間はもう少し長く 60 日でも良いが，可能な限り商業取引を阻害
しないように法定されるべきである。事前承認部門は一般的租税回避防止
規定を適正に管理するために必要な如何なる資源をも有することが最優先
の条件であると考える。
④　提案された情報要求は行き過ぎである。
⑤　費用請求は，それによって適正な運営が確保されるならば賛成であると
の意見もあったが，強硬な反対意見もある。従価での費用請求は，全員反対。
なお，1997 年 11 月の TLRC の報告の結論そのものについても主要なもの
は次のようなものであったと第 1 章において述べ，本回答もその結論に添っ
たものであるとしていることは注目に値する11）。
①　個別的租税回避防止規定が租税回避との闘争の最前線にあり続けるべき
である。しかしながら，個別的租税回避防止規定が発展する司法上の租税
回避防止原則や一般的租税回避防止規定の抑止効果（the deterrent effect）
によって支持されるべきかどうかは疑問の余地があるところである。
②　我々は司法的な租税回避防止原則の発展よりも，良く考えられたフレー
ムワークと納税者に対する適切な保護措置（事前承認手続きを含む）を備
えた分別ある目標を定めた（sensibly targeted）一般的租税回避防止規定
の方が好ましいと考える。
③　われわれはそういった法的規定が租税回避を抑止し，防止する努力に貢
献し，既存の法律を簡素化する機会を提供するものと信じる。
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④　我々が留意すべきであるとした問題に充分配慮すること，又は，我々が
上げた基準（特に納税者の権利を保護するための）を充たすこことに失敗
した法的規定は通常の商業的，個人的業務を妨げ，歳入庁にとって執行上
の悪夢となるであろう。委員会はそのような法的規定には断固反対する。
 4　租税回避スキーム開示制度の導入
このような批判もあって，一般的租税回避防止規定の導入は一時頓挫せざ
るを得なくなった。政府は，その代替として，租税回避に取り組む手段とし
て異なる方法をとることを選んだ。それは，戦略的アプローチとも言い得る
もので，租税回避による歳入損失が大きな分野を選んで，資源を投入し，租
税回避抑制策を採るというものである。2003 年 4 月 9 日「課税における公
平―歳入の保全」12）において財務省（HM Treasury）は，次の 3 分野を取り
上げ，資源を追加的に投入すると発表した。
①　租税及び社会保険料（NIC）の債務の不納付，無申告
②　無申告所得及びオフショアの利益の隠匿を含む脱税
③　法人税，社会保険料及び雇用所得に関する租税の回避防止
こうして 2004 年財政法では，上記③の租税回避防止のために，個別の租
税回避防止規定（例えば，損失を利用した租税回避スキーム，ファイナァン
ス・リースバック，マニュファチュアド・ディヴィデンド（manufactured 
dividends），ギルト・ストリップス（ gilt strips）などについて）を制定す
るのに加えて，新たに租税回避スキームの開示制度（The Tax Avoidance 
Scheme Disclosure Regime）を，2004 年財政法（Finance Act 2004）により
導入し，2004 年 8 月 1 日より実施された。
2004 年 3 月 17 日の財政演説で財務大臣のゴードン・ブラウンは，次のよ
うに述べている。
「今こそ一般的な租税回避防止規定を導入すべきであるとの提案が私に対
してなされていた。私は，現段階ではこれを導入する意図はない。しかしな
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がらパートナーシップ，ファイナンス・リース及び付加価値税の分野でのルー
プホールを今日ここに閉じることとする。租税回避スキームを販売している
会計法人等に，―アメリカと同様に―これらのスキームを内国歳入庁に登録
することを義務付ける。」
開示制度が導入された背景には，なんと言っても巧みに工夫された租税回
避のスキームを利用することにより巨額の歳入損失が生じたことがある。さ
らに，この時期大規模会計法人によって大々的に租税回避スキームが販売さ
れたため，そうした租税回避スキームを見出し対抗する歳入・関税庁の能力
に対する財務省の信頼感の喪失が徐々に大きくなったことも指摘されてい
る。
その後，租税回避スキームの開示制度は毎年のように改正がなされ適用範
囲の拡大，強化が図られている13）。
なお，貴族院経済委員会（House of Lords Economic Affairs Committee）
は 2006 年 6 月の報告書14）の中で，「租税回避スキームの開示制度は攻撃的
で緻密な人為的租税回避スキームの大幅な採用に反対する何らかの行動変化
を引き起こすのに役立ったが，今後も監視を続けるべきである。人為的で工
夫された租税回避スキームを防止すると言う目的については租税専門家と
我々は普遍的に共有するものであるが，専門家が表明した確実性の必要性に
ついての懸念については留意すべきである。民間の証言者が表明した煮え切
らない支持にもかかわらず，明確化と簡素化に対する観点から，我々は歳入・
関税庁が，一般租税回避防止規定の導入の場合の研究を続けていることを歓
迎するものである。」と述べている。
5　原則基礎型租税回避防止規定
（1）概要
2007 年 10 月に『英国国民の大志のために―2007 年予備財政報告書及び歳
出総見直し 』15）が発表されその中で，税制をより公平化，簡素化，効率化す
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るため税制の簡素化を進めることが謳われ，その一環として租税回避防止規
定を税制簡素化と歳入確保の目的に最も適合したものとするべく検討する
こととされた。こうした検討は，既存の租税回避防止規定の簡素化ととも
に，明確で，効果的かつ充分目標を定めた新たな租税回避防止規定を確保
することを目的として進められた。このような新たな租税回避防止規定の
方法として考えられたのが原則基礎型租税回避防止規定（Principles-based 
legislation）である。そして，このような立法の有用な分野として金融商品（偽
装利子及び所得の流れの移転）が取り上げられた。
こうして，2007 年 12 月金融商品（偽装利子及び所得の流れの移転）に
関する原則基礎型租税回避防止規定（Principles-based approach to financial 
products avoidance）の導入のための諮問書が発表され世に意見を問うこと
になった16）。
原則基礎型立法の目的について，諮問文書では次のように述べている。
「1．6　政府は，往々にして抜け穴を閉ざし，その同一分野で将来生じる
抜け穴を防止するため特定した詳細な規則を定めることによって租税回避に
対処してきた。この方法は複雑さを増幅し，納税者がそれをかいくぐる意図
されない方法が無いかどうか詳細に検討することを可能にしている。
1．7　それ故，我々は租税原則が要求するよりも少なく税を納付するため
に税法における差異を納税者が探索することを防止するための立法において
一定の役割を「原則基礎型」と呼んでいる方法が果たしうるどうか考慮して
いる。
1．8　原則基礎型立法は，英国課税の原則を具体的に表現し，立法規定が
原則に沿っていかに適用されるかを述べる規定をともなうものである。こう
することによって，一読しただけで何が取り扱われ，どのような結果が生じ
るのかが明白になる。」
原則基礎型立法により期待される便益について諮問文書では，次のように
述べている。
立法規定において特定のケースについて詳細に述べられていなくても，基
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本的原則を理解しているので，規定の適用の有無，適用されるとすればどの
ように適用されるのかを知ることが出来る。その分野の基本原則を明示する
ことによって概念の簡素化とより首尾一貫した体系を達成することが出来
る。
立法に当たって原則を明らかにすることは，多くの詳細な規定を設ける必
要をなくする。このことは公平性と一貫性を促進する。さらにこの方法は既
存の詳細な規定を廃止することを可能にし，遵守の費用を減少する。新たな
原則基礎型立法は短くかつ複雑でなくなる。租税回避者にとって，スキーム
が法律の文言の要請に合致していると論ずるよりも原則に反さないと論ずる
ことはより困難となるであろう。
他方その短所については次のように述べている。
原則基礎型立法はその適用範囲の広さ故に良い租税政策の理由で異なる取
り扱いを受けるべき取引まで一網打尽にする可能性があり，既存の詳細な租
税回避防止規定が原則基礎型規定によって有効に代替されることなく廃止さ
れる可能性がある。
以上のようなことから，意見徴収過程はこれらの可能性があるかどうか，
立法が具体化する原則は明確で，曖昧でなく，安定性を増すかどうかを確認
するものであるとする。
（2）懸念
原則基礎型立法によりもたらされる便益が期待される一方で，重大な懸念
が表明されている。特に，正当な商業的活動における混乱を避けうるだけの
確実性と明白性を提供しうるかどうかという点である17）。
租税法律関係は納税者と国家の関係を扱っており，租税法は国家による納
税者の資産の強制的収用を規定するものである。納税者は，立法の適用範囲
（そして結果としての租税）を確認できかつ予測できなければならない。法
は確実かつそれ故予測可能であるべきであるというのは法政策上の原則であ
り，その区分が容易に確認できかつ理解できることで，確実性がもたらされ
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る。
したがって，決定的に重要な問題は， 原則基礎型立法が基礎に置く原則が，
あらゆる争いにおいて予測可能な結果を導きうるだけの明確性を提供するか
どうかである。原則基礎型立法がその役割を果たしうるためには，歳入・関
税庁が当該立法を，そこで示された原則に従い，当該立法が制定された時に
は予期されなかった取引に適用できなければならない。すなわち，原則基礎
型立法の重要な要素は，制定法の原則又は根拠となる立法により直接には解
決されない問隙を埋めるものとして，当該制定法の原則の解釈がなされるこ
とにある。
それ故，立法の間隙を埋めるべく働くものとしての制定法の原則に対する
裁判所の解釈が決定的となる。しかし，制定法上の原則のこのような執行，
そして諮問文書における法律案で提言されたタイプの制定法上の原則の裁判
所による解釈は，検証されていない。この点において，当該法律案は適用の
確実性と課税上の取扱いに係る予測可能性を提供するものではなく，不確実
性と曖昧さをもたらしうるとの懸念が表明されている。
（3）具体的立法案例（偽装利子について）
諮問書では偽装利子と所得の流れの移転に関する金融商品よる租税回避防
止規定の法律案が提示されているが，ここでは偽装利子について提案された
法律案の核心と思われる条項を紹介する。
1．目的
本条項の目的は，次の収益が法人税法上利子と同様に取り扱われることを
確実にするものである。
（a）　実質的に利子と同等になるように企画された投資収益（designed 
to equate in substance to a return on an investment at interest）であ
るが，
（b）　全額は利子と同様に課税されないもの。
2．法人税法上実質利子として取り扱われる偽装利子
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（1）会社が，当該会社にとって課税上優遇される投資収益をもたらすよう
企図された取引の当事者であるときは，当該収益は，法人税上，当該
会社の債権債務関係からの所得として取り扱われる。
（2）本条項の目的上，課税上擾遇される投資収益は，金銭その他の資産か
らの収益で，
（a）　金銭の投資（又は当該資産の価値とに等しい金額の金銭）に係る
収益（利子）と実質的に同等（equate, in substance, to the return on 
an investment at interest）のもので，かつ，
（b）　所得の額として会社に対し租税が課されず又は完全にはではない
が租税を課されず，かつ，課税上当該会社の所得の計算に際し計上
されないか又は完全には計上されないものである。
なお，改定法律案（2008 年 2 月 7 日）では，これらの条項は次のように
改定された。
1．目的
本条項の目的は，経済的に利子と同等になるように企画された（designed 
to be economically equivalent to interest）収益が法人税法上利子と同様に
取り扱われることを確実にするもの（ただし，除外されるもの及び二重課
税になるものを除く）である。
2．利子として取り扱われる偽装利子
（1）会社が，当該会社にとって課税上優遇される投資収益をもたらすよう
企図された取引の当事者であるときは，当該収益は，法人税上，当該
会社の債権債務関係からの利益として取り扱われる。
（4）本条項の目的上，課税上擾遇される投資収益は，金銭その他の資産か
らの収益で，
（a）　金銭の投資（又は当該資産の価値とに等しい金額の金銭）に係る
収益（利子）と実質的に同等（equate, in substance, to a return on 
an investment at interest）のもので，かつ，
（b）　所得の額として会社に対し租税が課されず又は完全にはではない
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が租税を課されず，かつ，課税上当該会社の所得の計算に際し計上
されないか又は完全には計上されないものである。
（5）本項の適用上，ある取引きが課税上優遇される投資収益を生み出すべ
く企画されているとされるのは，それが当該取引の主たる目的若しく
は主たる目的の一つである又はそうであったと推認するのが合理的で
ある場合である。
（4）立法案に対するコメント
Adam Blakemore は，このような立法案に対して，次のようなコメントを
している18）。
①　経済的に同等
若干の既存立法の規定が，利子と他の収入（配当等）との課税上の取扱
いの相違を利用し，課税所得源泉を非課税配当又は譲渡益に転換しようと
する取引きを対象としている。これらの取引きは，経済的には利子と同等
でありながら課税上は利子の法形式を有しない収益をもたらそうとしてい
る。しかし，個別租税回避防止の立法では，当該収益が生じる手段の法形
式を具体的に述べることになるため，これらの規定をかいくぐる事例が出て
きた。このような状況を避けるべく，改訂法律案は，「利子と経済的に同等
（economically equivalent to interest）」（諮問文書では，「実質的に同等（equate 
in substance to）」）である収益に焦点を当てており，当該収益が生じる手段
の法形式を具体的に述べていない。
しかし，英国法（English law）上，経済的同等（economically equivalent）
という法理は存しないし，経済的に同等という表現は，英国租税立法の他の
どこにも見あたらず，裁判所がこれらの用語をどのように解釈するのかを見
るのは興味深いであろう（裁判官は法律家であってエコノミストではない。
そして何が経済的に同等であるかの分析は，財政的実質のみならず，経済理
論をも包含しうる）。それ故，英国の課税が経済的同等を根拠とするならば，
具体的な立法が必要である。
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②　「企図された（designed）」という用語の使用
「企図された（designed）」という用語は，適用可能な制定法上の定義を伴っ
ていない。「企図された」という用語は，抽象的な企図，あらゆる者による
企図（当該投資の当事者であるかどうかを問わない），そしてより広い手段
の一部の企図にも拡張されると言われる。諮問文書における指針は，「『企図
された』という用語の使用は，当該取引きがかかる収益を生み出すという意
図（intention）がなければならないことを明確にしている」と説明する19）。
それ故，少なくとも歳入・関税庁の考えでは，「企図された」という用語は，
主観的適格性（指針では「意図」に言及）を取り込んだ計画的な行為を暗示
していると推論することが可能であろう。「意図」の存在は，収益が課税さ
れないと見ることや， 獲得される収益が実質的に利子と同等であると見るこ
とにまで拡大されると歳入・関税庁は考えていると理解されている。「企図」
された収益の存在又は欠如を示す証拠が，ある取引が改訂法律案により捕ら
えられるかどうかの判断に際し決定的となろう。
歳入・関税庁とのやりとり及び 1 月の公開会議で租税専門家に出てきた懸
念は，「企図された」という用語の解釈は，善意の商事取引が当該法律案に
より影響を受けることを防止する既存の他の租税立法上の準則と同等の効果
的なフィルター又は目的べ一スの基準として機能しうるほどには明確でな
い，というものであった。
③　目的基準
改訂法律案は，偽装利子条項のパラグラフ 2（5）において目的基準を導
入している。しかし，当該基準は幾つかの理由で理想的とまでは考えられな
いかもしれない。
第一に，取引きが課税上優遇される投資収益を生み出すべく企図されてい
るかどうかの基準は，当該取引きの主たる目的が課税上優遇される投資収益
を生み出すことであると推認するのが合理的であるときに充足される。特定
の状況の存在を推認するのが合理的であるときに言及する既存の他の租税回
避対抗規定は，改訂法律案よりも適用範囲が狭いし，また一般に裁判所によ
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り詳細に検討されてきていない。当該基準は，客観的な状況に鑑みて主観的
目的を確認することを求めるであろうと考えられている。会社の目的はその
意図（intention）であり，主観に即して（subjectively）判断される。当該取
引きの主たる目的が課税上優遇される投資収益を生み出すものと推認するの
が合理的であるかどうかの基準は，一見したところ，取引の条件と取り巻く
状況につき完全な知識を有する仮想的観察者による状況の検討を要するであ
ろう。
第二に，現在実施されている他の立法の下で，立法上の表現として「推認
する（assume）のが合理的」が使用されている場合，それは一般に，当該
推認は問題の取引の具体的な効果又は状況に照らして確認されうる場合を特
定している。かかる定めは，改訂法律案には出てこない。
第三に，パラグラフ 2（5）の規定に基づき，ある取引きが改訂法律案の
範囲に含まれるのは，主たる目的（purpose）が課税上優遇される投資収益
を生み出すことである場合である。そのため，課税上の便益を得る現実の目
的の存在は要求されない。それゆえパラグラフ 2（5）の目的基準は，それ
自体では，改訂法律案の適用範囲から租税回避により動機づけられていない
善意の商事取引を除外しないが，目的が課税上優遇される投資収益を生み出
すことでない場合に取引を単純に除外するのである。両者は通常同じである
が，全ての状況において必ずしもそうではない。
これらの懸念を合わせれば，改訂法律案の偽装利子条項のパラグラフ 2（5）
における目的基準は，客観的な状況により判断されるであろう広範な主観的
フィルターである。残された重要な問題は，例外的な状況において，パラグ
ラフ 2（5）の規定が，課税上の便益を得ることを動機とするのではない取
引に適用除外を提供しないということも考えられなくはない，ということで
ある。
④　所得の流れの移転
所得の流れの移転に関する法律案は，現行法上の数多くの規定を整理統合
しているが，当該法律案に取り入れられた基本的課税原則は，大きく進んだ
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ものである。
当該法律案は，法人税と所得税に関する二つの条文から成る。両条文が基
礎とする原則は，「本条の目的は，（a）所得と実質的に同等であるが，（b）
所得として完全には課税されない，収入が，所得として扱われることを確か
にすることである。」というものである20）。当該法律案は，英国で課税を受
ける会社又は個人が，原因資産（収入が生じる原因となる資産）は移転され
ないが，当該資産から生じる所得を受領する権利を第三者に移転する場合に
適用される。当該立法は，必要となる資産の種類について明言しない。当該
資産は，株式，年金，工場及び機械のリースを含みうるのであり，さらに
債務証書，不動産，無形資産，及び事業上の契約（trade contracts）にまで
拡張されうる。移転（transfer）は，多くの処分（売買，交換，贈与，放棄，
譲渡（assignment））その他移転と同等である取引きを含むものとして定義
される。売買又は移転の対価は，売主の所得とみなされ，剥ぎ取られた所得
（stripped income）が受けたであろう扱いと同じ様に取扱われる。
移転の対価は移転者の側で譲渡収入（capital receipt）としてではなく，
所得として課税される。これは，たとえ処分が実質的に移転者の固定資本資
産に関し受領しうる将来所得の全ての永久的処分である場合でさえも，同じ
であろう。租税は，移転者にとっての対価に等しい金額に対し課される。所
得それ自体（例えば，受取配当や年次収入）が当該所得の流れの被移転者の
側で課税されることを禁ずるものは何もない。
当該法律案の適用を受ける取引の種類が，既存のより限定的に対象を絞っ
た立法が適用される取引の範囲より広範であり，かつ，より確実性が低いな
らば，既存の制定法上の規定の再現は，有害な結果をもたらすかもしれない。
⑤　結論
改訂法律案と歳入・関税庁の原則基礎型立法のアプローチも，商業上の取
引きの課税において，不確実性と，予測可能性の欠如をもたらしうる。偽装
利子に関する改訂法律案は偽装利子に関する規定においてパラグラフ 2（5）
の目的基準を含むが，当該目的基準の要件は主観上のものであり，当該基準
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はそれ自体では，租税上の便益を得ることを動機としない取引を除くこと
はない。よって，偽装利子の規定にパラグラフ 2（5）を取り入れたことは，
当該偽装利子の規定の潜在的適用範囲が不確実性と暖味性をもたらしうると
の懸念を完全には払拭しない。さらなる懸念は，所得の流れの移転に係る法
律案は，同様の目的基準を有しないことである。
6　租税回避防止立法の簡素化に関する報告書
諮問書に関して公開討論会や作業部会がもたれたが諮問案に対しては，上
記のように批判もかなり根強く，2008 年 3 月「租税回避防止立法の簡素化
（Simplifying anti-avoidance legislation）」に関する報告書21）が出されたが，
そこでは上記諮問書に対する反応はおおむねその目的及び可能性については
支持するが立法化には時期尚早というものであったとし，金融商品に関する
原則基礎型租税回避防止規定の立法化を延期し 2009 年財政法により導入す
ることに変更した。
本報告書の副題は「租税回避防止規定の簡素化見直しに関する進行状況報
告書（A progress report on the anti-avoidance simplification review）」であり，
2007 年 10 月の『英国国民の大志のために―2007 年予備財政報告書及び歳出
総見直し』22）において約束した税制簡素化の一環として行われるものである。
本報告書において，今後の租税回避防止規定の有りかたについての基本的
な考え方が述べられており，税制の簡素化と歳入の確保双方の観点からより
一般的な租税回避防止の規定を導入することが望まれるとして，特定取引を
対象とする租税回避防止規定や原則基礎型租税回避防止規定の立法の方法を
適切な場合には採っていくとしている。租税回避防止規定についての英国の
基本的な考え方を知る上で参考になると思われるので以下簡単に紹介してお
く。
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（1）基本的考え方
財務省及び歳入・関税庁は，租税回避防止立法において簡素化は次により
最も良く達成されると考えている。
新たな租税回避防止立法が明確で，有効でかつ良く対象を絞っていること
を確実なものにすること
既存の租税回避防止規定の分野を簡素化すること
歳入・関税庁の役割は，社会の財政的安寧が確保されるように税を執行す
ることであり，社会的責任を意図的に免れるようとする者に対しては断固
として対処することによって社会を守ると同時に，納税者が可能な限り容
易に正しく納税できるようにすることである。
歳入・関税庁の租税回避に対処する戦略的目的は，次のとおり。
租税回避に対し租税法を強固なものにすること
租税回避に対処する方法について歳入・関税庁の顧客（業界）とともに従
事すること
租税回避に対する執行体制を最適化すること
租税回避のために期待されるコストが便益を上回るようにし，租税回避を
より魅力的でないものに租税回避の経済性を換えること
（2）意見徴収の結果
経済界及び専門家はより有効な租税回避防止規定の必要性は認める。しか
しながら，明白で，対象を絞った，使用が容易な規定を望んでいる。また，
複雑な商業取引の税務上の結果を合理的な確かさを持って理解しうることを
望んでいる。
さらに，立法に当たっては以下の点が重要であることが指摘された。
租税回避防止規定は意図された目的にのみ使用されるべきであり，範囲外
の使用はされるべきでない。
同一の商業取引に対して考慮すべき規定が重複していると租税回避を意図
していない者にたいして特に負担となる。
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目標を絞った立法にあたって，取引が租税効率性良く構成されていたとし
てもつねに租税回避を含むものでないと言うことを歳入・関税庁は認識す
べきである。
外部の利害関係者は，将来の立法を個別の租税回避防止規定（規範的規則
perspective rule）に必ずしも制限する必要は無いとしている。租税回避防止
規定において，有効に対象を絞る上で必須なことは，法律の目的が明確に述
べられており，規定の利用者が自分たちの義務は何かを理解できることであ
る。
原則基礎型アプローチには，目的の明確性を改善する 1 つの方法として相
当の関心が抱かれている。特定取引を対象とする租税回避防止規定（Targeted 
Anti-Avoidance Rules （TAARs））については，明白であり対象をよく絞って
いると見る見方がある一方で，非常に広く焦点も明白に絞られていないとす
る見方がある。
（3）租税回避防止規定の立法方法
付録に述べるように，租税回避防止規定の立法方法にはいくつかの方法が
ある。政府は国庫に対する脅威から有効に守るためこれらの方法をいつでも
使えるようにしておく必要があろう。それにもかかわらずより一般的な方法
（原則基礎型アプローチ及び TAARs を含む）は，歳入を確保しながら既存の
立法を簡素化するための機会を提供しているように思われる。政府は適切な
場合には新法の制定の時にはこれらの方法を採用することも考慮する。
（4）付録
近年政府は租税回避防止規定をより明確に，より良く対象を絞るためにい
ろいろな方法を開発してきた。これらの方法は税制を簡素化する動きを支持
しうるものと信じている。最近の方法はより一般的であり，法律が達成しよ
うとしているところのものを明確にかつ確定的なものにするために新法の背
後にある原則及び目的を一般的に含めようとしている。
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①　個別立法の方法（ʻBlack-letterʼ approach）
伝統的な方法は，措置が適用される状況又は適用条件を詳細に記述する
ものである。この方法は個別立法又は規則に基づく法律（ʻblack-letterʼ or 
rules-based law）と呼ばれるが，非常に有用である。設備・機械のリースに
対する措置がその例である。規定が長くなり，回避スキームが詳細な規定を
利用して構成されことがある。それにもかかわらず，迅速で，弾力的であり，
対象を絞った方法であることから，租税回避防止立法の方法として必要な方
法であり続けるであろう。
②　最近の方法：特定取引を対象とする租税回避防止規定（TAARs）
租税法の特定分野における租税回避を防止することを企図した租税回避防
止規定であり，典型的には，特定分野において広い範囲で繰り返し行われる
租税回避を防止するために導入されたものである。特定取引を対象とする租
税回避防止規定に記述された一定の状況おいて課税優遇を受けることを企図
した取引に対象を定めるもので，個別立法において典型である規範的な詳細
規定はない。特定取引を対象とする租税回避防止規定は通常の商業取引や投
資決定には適用されない。
これは一般に特定取引を対象とする租税回避防止規定に定められる目的規
定によって達成される。目的規定は納税者がその取引を行うことの主な目的
が課税優遇を受けることである場合にのみ適用されるようにするものであ
る。特定取引を対象とする租税回避防止規定は，詳細なガイダンスをしばし
ば伴い，それが具体化する基本原則を記述する。特定取引を対象とする租税
回避防止規定の例は 2006 年財政法で導入された法人の資本損失に関する租
税回避防止規定が上げられる。
③　最近の方法：原則基礎型立法
原則基礎型立法の方法は，成文規定の背後にある租税政策の意図について
の表現を含むものである。時に目的的立法の形態での顕現であり，法律が達
成しようととしている結果を明示的に記述する方法である。原則基礎型立法
は，出現しつつある租税回避を防止するための立法でありうるし，あまりに
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も複雑になりすぎた既存の規定に取って代わる新法でもありうるし，まった
く新しい租税法でもありうる。
裁判所は，立法に当たっての立法府の意図を判別するのが困難だと感じ
る事案についての訴訟をしばしば取り扱わざるを得ない。Ramsay 判決（W. 
T. Ramsay Ltd. v. CIR, 54 TC101）以来ここ 20 年間以上，租税法の文理解
釈と目的論的解釈を裁判所は考えてきた。最近の BMBF 判決等（BMBF v 
Mawson（76 TC 446）and CIR v The Scottish Provident Institution （76 TC 
538））をもって最高裁は，すべての法律に対する法律解釈の近代的方法は目
的論的解釈を適用することであることを確認した。ラムゼイ原則の基本は目
的論的解釈を適用することであり，問題となる規定が適用される取引の性格
を決定し，現実の取引が，規定の表現に当てはまるかどうかを決定するため
に，目的論的解釈を適用することである23）。
原則基礎型立法の例としては，現在検討中の金融商品（偽装利子及び所得
流）に関する原則基礎型租税回避防止規定があげられる。
7　原則基礎型租税回避防止規定についての改訂諮問書と立法
（1）改訂諮問書
公開討論会や作業部会を重ね，2008 年 11 月にその結果を反映した金融商
品（偽装利子及び所得の流れの移転）に関する原則基礎型租税回避防止規定
についての改訂諮問書が発表された24）。
そこでは，目的条項についてほとんど一様に必要でなく有用でないとの意
見であったため（特に所得の流れの規定に関して），目的条項は削除された。
しかしながら，財政法の改正説明書（Explanatory Notes to the Finance Bill）
等に記載することを検討したいとしている。
偽装利子に関する改訂案では，「実質的に同等（equate in substance to）」
との表現は経済的同等と同じ意味なら表現上相違させる必要があるのかとの
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指摘もあり最終的には経済的同等に置き換えられた。また，利子と実質的に
同等（又は利子と経済的に同等）である収益の基準が必要との指摘があった
ためその基準が設けられた。さらに，租税回避目的で無い取引には適用され
ないことが明らかにされた。
（2）制定
この改訂案についてさらに公開討論会等を経て，2009 年財政法において
立法された（2009 年 7 月 21 日成立，4 月 22 日施行）。
目的条項は，財政法の改正説明書において記載されることとなった。
偽装利子について成立した法律の改正説明書の立法目的の説明部分は次の
とおり。
「要約
本条項（Section 48 and Schedule 24）は，経済的に利子と同等な収益を生
み出す取引からの収益を債権債務関係から生じる利益と同様に法人税が課税
されるようにするための規定を定めるものである。」
所得の流れの移転について成立した法律の改正説明書の立法目的の説明部
分は次のとおり。
「要約
2　本条項（Section 49 and Schedule 25）の目的は，所得を生じる権利か
ら生じる受取（かつ所得の経済的代替であるもの）が（所得として課税され
ない場合に）法人税法上，所得税法上所得として取り扱われることを確実に
することである。」
なお，偽装利子について成立した制定法（SCHEDULE24 CHAPTER 2A）
の核心と思われる条項を紹介する。
486B　債権債務関係からの利子とみなされる偽装利子
（1）会社が，当該会社にとってある金額に関連して経済的に利子と同等な
収益を生み出す取引の当事者であるときは，当該収益は，当該会社の
債権債務関係からの利益とみなして Part 5 が適用される。
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（2）本条項の目的上，当該会社にとってある金額に関連しての取引により
生み出された収益は，次の条件を充たすときに経済的に利子と同等で
ある。
（a）　当該収益が，その金銭の額の時間的価値にかかわる収益であると
推定することが合理的である収益であり，
（b）　市場利子率（あらゆる状況において）と合理的に比較しうる率で
あり，かつ
（c）　（破産等によって）収益を生み出す者が収益を生み出すことを妨げ
られない限り，該当期間内において，取引にしたがって生み出され
ることが止められる実際上の可能性がないこと。
所得の流れの移転について成立した制定法（SCHEDULE25 PART 1）の核
心と思われる条項を紹介する。
1　本項の適用
（1）本項は次の場合に適用される
（a）　法人税の対象となる会社（譲渡者）が，他の者（譲受者）に該当
受取に対する権利を譲渡し，かつ
（b）　権利の譲渡が該当受取に対する権利が生じる資産の譲受者に対す
る譲渡の結果でない場合
（2）該当受取は次の所得を意味する
（a）　（当該譲渡がなければ）譲渡者の所得として法人税を課税される所
得又は
（b）　（当該譲渡がなければ）譲渡者の所得として法人税法上譲渡者の所
得を計算するにあたって勘定に入れられる所得
2　所得として取り扱われる譲渡された所得の流れの価値
（1）該当額（（2）項に規定する）は，次の場合と同様にかつ同程度に法
人税を課税される譲渡者の所得として取り扱われる。
（a）　該当受取に対する権利の譲渡がなければ，該当受取が法人税を課
される場合，または
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（b）　該当受取が法人税法上譲渡者の所得を計算するにあたって勘定に
入れられる場合
（2）該当額は次の所得を意味する
（a）　（（b）号が適用される場合を除き）権利の譲渡の対価の額又は
（b）　上記対価の額が，譲渡が行われたときにおける権利の市場価格よ
りもかなり低いとき（又は権利の譲渡の対価がないとき）にはその
時における権利の市場価格
（3）諮問書で提示された例示
なお，参考のため諮問書で提示された例示の代表的なものを紹介しておく。
①　偽装利子ついての例示
［例示］（下記参考図参照）
第 1 日目に，英国の SPV が 1 億株（1 株 1 ポンド）の普通株式を英国銀行
に発行する。ただし，1 株当たり 0.01 ペンスのみが実際に払い込まれた（払
込総額 10,000 ポンド）。株式発行条件に基づき英国銀行は，資本の差額を
365 日後に支払う義務を負う。仮に途中で株式が売却されても同じである。
同日（第 1 日目）に，英国銀行は当該株式の正味現在価値（例えば 95
百万ポンド）で，英国 PLC（租税回避者）に，当該株式を売却した。当
該年度の終わりに，英国銀行は，株式資本の 1 億ポンドに係る残余払込部
分を支払った。その結果英国 SPV 株式の価値は，英国 SPV が相当額を現
金として留保しており，1 億ポンドとなる。
経済的効果は，英国銀行が第 1 日目に英国 PLC から 95 百万ポンドを受領
し，英国 SPV（英国 PLC が所有）に第 365 日目に 100 百万ポンドを支払う。
差額の 5 百万ポンドは，第 1 日に英国 PLC が支払った最初の 95 百万ドル
に係る 1 年間の利子を意味している。
したがって，新法が適用され 5 百万ポンドの収益は償却原価法（amortised 
cost basis）で計算して法人税が課税される。
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（出典）Adam Blakemore,“A Review of HMRCʼs Consultation Document on 
Financial products Avoidance”, Tax Notes International, March 3 2008, p805（一
部修正）
②　所得の流れの移転についての例示
【例示 1】
事業用資産の購入代金として 10 百万ポンドの債務をある会社が有してい
る。
債務の返済に代えて売り手に対して，今のところ事業収入として計上され
ていない長期契約による支払いの受領権を譲渡する。
この場合，新税法により 10 百万ポンドが所得として課税される。
【例示 2】
英国銀行は英国 PLC が保有する株式に係るある配当請求権を取得し，そ
の対価として 100 百万ポンドを支払う。
英国銀行による一括払い金は，売り手である英国 PLC の所得として扱わ
れる（既に英国 PLC の側で所得として課税されている場合を除く）。
英国銀行が受領する配当は英国銀行の側で引き続き課税される。
英国 SPV 株式売却（第１日）
（参考図）
95 百万ポンド支払い（第１日）
100 百万株発行（第１日）
10,000 ポンド払込（第１日）
英国 PLC 英国銀行
英国 SPV
払込差額支払い（第 365日）
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8　おわりに
以上見てきたように，一般的租税回避防止規定に対するアレルギーは英国
においても相当なものがあるように思われる。これに近い形の特定分野に
絞った原則基礎型租税回避防止規定も数次の諮問の結果，当局は原則基礎型
租税回避防止規定といってはいるが特定取引を対象とする租税回避防止規定
とほとんど変わらないような形の立法になってしまった。しかし，これも一
歩前進と捉えることも可能であり，今後の動向が注目される。
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